
＜株主のみなさまへのお知らせ＞

・株主総会にご出席される株主さまへのお土産を廃止させていただいて
おります。あらかじめご了承願います。

・ご来場いただけない場合は、インターネットまたは議決権行使書のご
返送による議決権行使をぜひご活用ください。

第210期
定時株主総会
招集ご通知

開催日時
2026年６月26日（金曜日）午前10時

（受付開始：午前９時）

開催場所

東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号
ロイヤルパークホテル２階「有明」
※末尾の株主総会会場ご案内図をご参照願います。

郵送・インターネットによる
議決権行使期限

2026年６月25日（木曜日）
午後５時30分

議 案

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 取締役の報酬額改定の件

証券コード 5393
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ニチアスグループは

企業理念の実践を通して

グループの持続的な成長と

持続可能な社会の実現を

目指します

サステナビリティ方針

理念
私たちは

「断つ・保つ」の技術で
地球の明るい未来に

貢献します

私たちの約束

仲間とともに、
社会に役立つ価値を提供します

社会の一員であることを自覚し、
責任ある行動を取ります

「ありがとう」と「笑顔」があふれる
信頼の輪を築きます

スキルや知識を高め、
従業員と会社がともに成長します

●

●

●

●

●

●

●

●

逆三角形は、経営がみなさまをサポートする
考え方を表したものです。

ニチアス理念

1

当社グループの基盤ともなる「働きやすい明るい会社」の実現に向けた中期経営計画「し
くみ・130」は、前半３年（2022年度〜2024年度）を１stステージ、後半２年（2025
年度〜2026年度）を２ndステージとしています。 ２ndステージのスタートにあたり、
当社グループの持続的な価値創造に向けた取り組みとして理念体系を整備いたしました。
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証券コード 5393
2026年６月１日

（電子提供措置の開始日 2026年５月28日）

株 主 各 位
東京都中央区八丁堀一丁目６番１号
ニ チ ア ス 株 式 会 社
取締役社長 亀 津 克 己

第210期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第210期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第210期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

① 当社ウェブサイト
https://www.nichias.co.jp/ir/news/index.html

② 東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記ウェブサイトにアクセスして、当社名または証券コードを入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

③ 株主総会ポータル®（三井住友信託銀行）
https://www.soukai-portal.net
同封の議決権行使書用紙にあるQRコードを読み取るか、ID・パスワードを
ご入力ください。

電磁的方法（インターネット）または書面により議決権を行使することができますので、お手
数ながら電子提供措置事項に掲載の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、2026年６月25日
（木曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記

１. 日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
２. 場 所 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号 ロイヤルパークホテル２階「有明」
３. 会議の目的事項

報告事項 １. 第210期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告の内容、
連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監
査結果報告の件

２. 第210期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類の内容
報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 取締役の報酬額改定の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
・代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名に委任することができます。
この場合は、代理権を証明する書面をご提出ください。

・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
・各ウェブサイトは定期メンテナンス等により一時的にアクセスできない状態となることがございます。閲覧できない場合は他のウェ
ブサイトからご確認いただくか、時間をおいて再度アクセスしてください。
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議決権行使書 こちらに、各議案の賛否をご表示ください。

賛成の場合：「賛」の欄に○印
反対の場合：「否」の欄に○印

その他の議案

※一部の候補者につき異なる意思を表示される場合は、当該候補者の番号をご記入ください。

全員賛成の場合：「賛」の欄に○印
全員反対の場合：「否」の欄に○印

役員選任議案※

議決権行使のご案内

4

株主総会における議決権は株主のみなさまの重要な権利です。電子提供措置事項に掲載の株
主総会参考書類をご検討のうえ、以下のいずれかの方法により議決権をご行使ください。

インターネットによる議決権行使 書面による議決権行使 株主総会へ出席

次のページの案内に従って、各
議案の賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご表示いただき、
ご返送ください。

同封の議決権行使書用紙をご持
参いただき、会場受付にご提出
ください。

議決権行使期限 議決権行使期限 株主総会開催日時

2026年6月25日（木曜日）
午後5時30分まで

2026年6月25日（木曜日）
午後5時30分到着分まで

2026年6月26日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前9時）

※インターネットによる議決権行使と書面（郵送）による議決権行使が重複してなされた場合は、インターネットによるものを有効
として取り扱わせていただきます。

※インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきま
す。

※インターネットで議決権をご行使される際のプロバイダへの接続料金、通信事業者への通信料金等は株主さまのご負担となりま
す。

※代理人によるご出席は、議決権を有する当社の他の株主１名を代理人にご指定のうえ、代理権を証明する書面を株主総会当日、会
場受付にご提出ください。

機関投資家のみなさまへ
㈱ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申し込まれた場合には、当該プラットフォームにより議決権
をご行使いただけます。

議決権行使書のご記入方法

※議決権行使書用紙において議案の賛否の
表示がない場合は、賛成の表示があった
ものとして取り扱わせていただきます。
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QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

お手元の議決権行使書用紙に記載
された「パスワード」と実際にご
使用になる新しいパスワードを入
力し、「登録」をクリック

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。「議決権行使コード」をご入力ください。

2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ります。 1

スマート行使®トップ画面が表示されます。
以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

3

株主総会ポータルトップ画面から
「議決権行使へ」ボタンをタップします。

2

「パスワード」を入力

「新しいパスワード」
を入力

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「次へすすむ」を
クリック

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移できます。

インターネットによる議決権行使でパソコンやスマートフォンの
操作方法などがご不明な場合は、下記にお問い合わせください。
三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
：0120－652－031（受付時間　午前９時～午後９時）

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使のご案内

5

インターネットによる議決権行使のご案内
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株主総会参考書類

6

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社グループは、収益力を高めるために経営基盤の強化を図りながら、配当可能利益の拡大と
株主価値の向上を通じて株主のみなさまに対する長期的かつ適正な利益還元を図る一方、再投資
のための内部留保を充実することを利益配分の基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、上記の方針に基づき、当期の業績および今後の事業展開等を

勘案し、次のとおりといたしたいと存じます。
なお、当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施してお

ります。当期の期末配当につきましては、配当基準日が2026年３月31日となりますので、当該
株式分割前の株式数を基準として配当を実施いたします。

1 配当財産の種類 金銭

2 配当財産の割当てに関する事項
およびその総額

当社普通株式１株につき 金 88円
総額 5,546,607,792円

3 剰余金の配当が効力を生ずる日 2026年６月29日

※中間配当金として１株につき76円をお支払いいたしておりますので、当期の年間の配当金は１株につき164円となります。
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株主総会参考書類
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第２号議案 取締役７名選任の件
昨年の定時株主総会におきまして選任いただきました取締役全員（８名）は本定時株主総会終

結の時をもって任期満了となりますので、取締役７名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。また、各取締役候補者に関する事項は、８頁から14

頁に記載のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における

地位・担当
取締役会
出席状況

１ かめ つ かつ み

亀 津 克 己 再 任 代表取締役 社長 14回／14回
（100％）

２ やま もと つかさ

山 本 司 再 任
代表取締役 専務執行役員
内部統制・コンプライアンス・
サステナビリティ・経理担当

14回／14回
（100％）

３ さ とう きよし

佐 藤 清 再 任 取締役 常務執行役員
研究開発・デジタル化推進担当

14回／14回
（100％）

４ りゅう こう ゆき のり

龍 光 幸 徳 再 任 取締役 常務執行役員
営業部門担当

14回／14回
（100％）

５ わ ち よう こ

和 智 洋 子
再 任 社 外
独 立

社外取締役 14回／14回
（100％）

６ ま なべ やすし

真 鍋 靖
再 任 社 外
独 立

社外取締役 14回／14回
（100％）

７ いわ さき れい こ

岩 﨑 玲 子
再 任 社 外
独 立

社外取締役 10回／10回
（100％）

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、その内容の概要

は、事業報告（35頁）の「（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載のとおりであります。2026年６月に当該保
険契約を更新する予定であり、各候補者が再任または選任された場合には、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。

再 任 再任役員候補者 新 任 新任役員候補者 社 外 社外役員候補者 独 立 独立役員候補者
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候補者
番 号 １ かめ つ かつ み

亀 津 克 己 再 任
生年月日：1962年７月28日生
所有する当社の株式の数：145,944株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1985年３月 当社入社
2007年４月 当社工業製品事業本部高機能

樹脂製品事業部東京営業部長
2008年３月 当社工業製品事業本部

工業製品事業部
東日本第三営業部長

2009年４月 当社工業製品事業本部
工業製品事業部海外営業部長

2010年３月 当社工業製品事業本部
海外営業部長

2011年４月 当社工業製品事業本部
営業統括部長兼海外営業部長

2013年４月 当社工業製品事業本部
副本部長兼海外営業部長

同年６月 当社執行役員
2014年３月 株式会社イノクリート

代表取締役社長
2016年４月 当社基幹産業事業本部長

同年６月 当社取締役執行役員
2019年６月 当社取締役常務執行役員
2022年４月 当社経営企画担当

同年６月 当社代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
主に工業製品、高機能製品などの事業分野に従事したほか、当社グループ子会社社長を経験し、基幹産業事
業本部長として事業運営に携わることにより、経営および事業運営全般に関する高度な知見を有しておりま
す。幅広い知識と豊富な経験を当社の経営に活かすことにより、当社の企業価値の持続的な向上に資すると判
断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施しておりますので、所有
する当社の株式の数には、株式分割後の株式数を記載しております。
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候補者
番 号 ２ やま もと つかさ

山 本 司 再 任
生年月日：1961年９月23日生
所有する当社の株式の数：67,926株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1986年３月 当社入社
2011年７月 日本ロックウール株式会社

代表取締役社長
2014年１月 当社建材事業本部統括部長

（営業・生産担当）兼
改修対策部長

同年１月 株式会社ニチアスセムクリート
代表取締役社長

2017年４月 当社経営企画部長

2018年４月 当社管理本部副本部長兼総務部長
同年６月 当社執行役員

2020年６月 当社管理本部長
2021年６月 当社取締役執行役員
2022年６月 当社代表取締役専務執行役員（現任）

同年６月 当社内部統制・コンプライアンス・
ＣＳＲ・経理担当

2023年10月 当社内部統制・コンプライアンス・
サステナビリティ・経理担当（現任）

取締役候補者とした理由
主に建材事業に従事したほか、当社グループ子会社社長、経営企画部長を経験し、管理本部長として管理全
般に携わることにより、経営および事業運営全般に関する高度な知見を有しております。幅広い知識と豊富な
経験を当社の経営に活かすことにより、当社の企業価値の持続的な向上に資すると判断し、引き続き取締役と
して選任をお願いするものであります。

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施しておりますので、所有
する当社の株式の数には、株式分割後の株式数を記載しております。
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候補者
番 号 ３ さ とう きよし

佐 藤 清 再 任
生年月日：1962年９月３日生
所有する当社の株式の数：44,718株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
2003年６月 当社入社
2008年４月 当社浜松研究所

研究開発部門GL
2014年８月 当社研究開発本部

浜松研究所長
2016年６月 当社執行役員

同年６月 当社研究開発本部副本部長兼
浜松研究所長

2018年４月 当社研究開発本部長
2021年６月 当社取締役執行役員
2023年10月 当社研究開発・デジタル化

推進担当（現任）
2024年４月 当社取締役上席執行役員

同年６月 当社取締役常務執行役員（現任）

取締役候補者とした理由
主に研究開発部門に従事し、浜松研究所長、研究開発本部長として研究開発部門の組織運営に携わることに
より、研究開発全般に関する高度な知見を有しています。幅広い知識と豊富な経験を当社の経営に活かすこと
により、当社の企業価値の持続的な向上に資すると判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであ
ります。

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施しておりますので、所有
する当社の株式の数には、株式分割後の株式数を記載しております。
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候補者
番 号 ４ りゅう こう ゆき のり

龍 光 幸 徳 再 任
生年月日：1965年１月28日生
所有する当社の株式の数：57,867株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1988年９月 当社入社
2009年10月 当社工業製品事業本部

高機能製品事業部東日本営業部長
2010年３月 当社高機能製品事業本部

東日本営業部長
2014年４月 当社高機能製品事業本部

統括部長兼東日本営業部長
2016年４月 当社高機能製品事業本部

営業統括部長
2017年６月 当社執行役員

同年６月 当社高機能製品事業本部
副本部長

2021年４月 当社高機能製品事業本部
副本部長兼企画管理部長

同年６月 当社高機能製品事業本部長
2022年６月 当社取締役執行役員
2023年10月 当社営業部門担当（現任）
2024年４月 当社取締役上席執行役員
2025年６月 当社取締役常務執行役員（現任）

取締役候補者とした理由
主に高機能製品事業に従事し、高機能製品事業本部長として高機能製品部門の組織運営に携わることによ
り、経営および事業運営全般に関する高度な知見を有しています。幅広い知識と豊富な経験を当社の経営に活
かすことにより、当社の企業価値の持続的な向上に資すると判断し、引き続き取締役として選任をお願いする
ものであります。

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施しておりますので、所有
する当社の株式の数には、株式分割後の株式数を記載しております。
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候補者
番 号 ５ わ ち よう こ

和 智 洋 子
再 任 社 外

独 立
生年月日：1960年４月29日生
所有する当社の株式の数：０株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1989年４月 弁護士登録（現任）

同年４月 梶谷綜合法律事務所入所
（現在）

2015年６月 当社社外監査役
2016年３月 大塚ホールディングス株式会社

社外監査役

2019年６月 当社社外取締役（現任）
2023年６月 エステー株式会社社外取締役

（現任）
2025年 3 月 協和キリン株式会社

社外監査役
2026年３月 協和キリン株式会社

社外取締役（監査等委員）
（現任）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
弁護士として幅広い知見と高度な識見、また豊富な経験を有していることから、経営全般の監督と有効な助

言を期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、和智氏はこれまで直接企業経営に関与された経験はありませんが、企業法務に関する幅広い知識と経

験を有しており、会社経営に関しても高い見識を有していることから、社外取締役としての職務を適切に遂行
していただけるものと判断しております。

（注）和智洋子氏は、社外取締役候補者であり、社外取締役候補者に関する事項は以下のとおりであります。
（1）同氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届出ており、同氏の再任をご承認

いただいた場合には、引き続き独立役員となる予定であります。
（2）同氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は本定時株主総会終結の時をもって７年であ

ります。また、同氏は過去に当社の社外監査役でありました。
（3）当社は、定款の規定に基づき同氏との間で責任限定契約を締結しており、その内容の概要は、事業

報告（35頁）「（２）責任限定契約の内容の概要」に記載のとおりであります。同氏の再任をご承認
いただいた場合には同氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。

（4）同氏が社外取締役として在任しておりますエステー株式会社は、2024年４月25日、消費者庁から
不当景品類及び不当表示防止法第7条第1項の規定に基づく措置命令を受けました。同氏は、本違反
行為が判明するまでその事実を認識しておりませんでしたが、日頃から取締役会等において、内部
統制システムの構築・運用の検証を行い、さらに法令遵守の重要性について注意喚起を行ってまい
りました。本違反行為の事実確認後は、法令遵守の徹底、再発防止に向けた取り組みに対して提言
を行うなどその職責を果たしております。
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候補者
番 号 ６ ま なべ やすし

真 鍋 靖
再 任 社 外

独 立
生年月日：1956年12月15日生
所有する当社の株式の数：０株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1979年 4 月 株式会社日立製作所入社
2000年 4 月 同社公共営業本部公共営業第

二部長
2002年 4 月 同社電機システム統括営業本部プラ

ント営業本部重工プラント部長
2008年 4 月 同社新事業開発本部長
2011年 4 月 同社社会・産業システム社

営業統括本部長
2012年 4 月 同社インフラシステムグループ

インフラシステム総合営業本部長
2013年 4 月 同社執行役員、関西支社長

同年 6 月 新明和工業株式会社 社外監査役

2016年 4 月 株式会社日立製作所理事、
営業統括本部副本部長兼
産業・流通、水・アーバン
担当CMO

2017年 4 月 同社執行役常務、
営業統括本部副本部長兼
産業・流通、水・アーバン
担当CMO

2021年 4 月 八洲電機株式会社
エグゼクティブアドバイザー

同年 6 月 三菱瓦斯化学株式会社
社外取締役（現任）

2024年６月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
グローバルに事業展開を行う企業の経営者として、経営全般にわたる豊富な経験と幅広い識見を有している

ことから、経営全般の監督と有効な助言を期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。

（注）真鍋靖氏は、社外取締役候補者であり、社外取締役候補者に関する事項は以下のとおりであります。
（1）同氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届出ており、同氏の再任をご承認

いただいた場合には、引き続き独立役員となる予定であります。
（2）同氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は本定時株主総会終結の時をもって２年であ

ります。
（3）当社は、定款の規定に基づき同氏との間で責任限定契約を締結しており、その内容の概要は、事業

報告（35頁）「（２）責任限定契約の内容の概要」に記載のとおりであります。同氏の再任をご承認
いただいた場合には同氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。
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候補者
番 号 ７ いわ さき れい こ

岩 﨑 玲 子
再 任 社 外

独 立
生年月日：1965年10月25日生
所有する当社の株式の数：０株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1989年４月 凸版印刷株式会社(現 ＴＯ

ＰＰＡＮ ホールディングス
株式会社)入社

2002年４月 株式会社トッパンマインドウ
ェルネス（現 ＴＯＰＰＡＮ
株式会社）常務取締役

2014年１月 同社代表取締役
2022年４月 個人事業主として人材開発コ

ンサルティング業開始
2023年６月 株式会社アドバネクス

社外取締役

2024年５月 アークランズ株式会社
社外取締役（監査等委員）
（現任）

同 年８月 株式会社For SDGs設立
同社代表取締役（現任）

2025年６月 西川ゴム工業株式会社
社外取締役（監査等委員）
（現任）

同 年６月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
人材・ダイバーシティに精通し、組織活性化や次世代リーダー育成などのコンサルテーションを行う企業の

経営者として、経営全般にわたる豊富な経験と幅広い識見を有していることから、経営全般の監督と有効な助
言を期待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）岩﨑玲子氏は、社外取締役候補者であり、社外取締役候補者に関する事項は以下のとおりであります。
（1）同氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届出ており、同氏の再任をご承認

いただいた場合には、引き続き独立役員となる予定であります。
（2）同氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は本定時株主総会終結の時をもって１年であ

ります。
（3）当社は、定款の規定に基づき同氏との間で責任限定契約を締結しており、その内容の概要は、事業

報告（35頁）「（２）責任限定契約の内容の概要」に記載のとおりであります。同氏の再任をご承認
いただいた場合には同氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。
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（ご参考）当社の取締役・監査役のスキル・マトリクス（2026年６月26日定時株主
総会後の予定）
当社は、「断つ・保つ」をキーワードとした技術力を発揮することで様々な産業の発展をささ

え、なくてはならない製品とサービスを提供し"地球の明るい未来” に貢献していきます。
また、そのためにもガバナンス体制の充実やサスティナビリティを重視した経営に取り組んで

います。取締役会を構成する取締役は、これらの取り組みを実現するうえで、必要な資質を有し
た布陣としております。

氏 名
企業
経営
・
戦略

財務
・
会計

法務
・

リスク管理

営業
・

マーケ
ティング

製造
・
開発
・
IT

グローバル 環境 人的資本

取
締
役

亀津 克己 ● ● ● ● ● ●

山本 司 ● ● ● ● ●

佐藤 清 ● ● ●

龍光 幸徳 ● ● ● ●

和智 洋子 ● ● ● ●

真鍋 靖 ● ● ● ●

岩﨑 玲子 ● ●

監
査
役

野瀬 満 ● ●

本橋 和幸 ● ● ●

村瀬 幸子 ● ● ● ● ●

髙野 信彦 ● ●

出口 雅敏 ● ● ● ● ● ●

（注）上記スキル・マトリクスは、全ての専門性と経験を記載するものではなく、特に期待する分野について記載したものとなりま
す。
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■取締役・監査役に期待するスキルとその概要

企業経営・戦略 当社の事業環境や事業内容、企業における中長期の戦略策定などに関する
知識・経験

財務・会計 財務諸表、予算管理、資金調達、企業分析、投資判断などに関する知識・
経験

法務・リスク管理 国内外の法令や規制、コンプライアンス、コーポレートガバナンス、リス
ク管理などに関する知識・経験

営業・マーケティング 顧客ニーズの把握、販売戦略、市場分析、新規顧客や新規市場の開拓など
に関する知識・経験

製造・開発・IT 製品管理、生産方法の効率化、技術革新などに関する知識・経験

グローバル 国外でのビジネス展開やマネジメント、国際情勢、経済、文化、商慣習な
どに関する知識・経験

環境 環境負荷低減に向けた製品の製造・開発、自然関連課題、環境関連法令な
どに関する知識・経験

人的資本 人事制度、組織開発、人材育成、働き方改革などに関する知識・経験
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(ご参考）独立社外役員の独立性判断基準

当社において、独立社外役員とは、社外役員のうち、以下のいずれにも該当しない者をいう。
① 現在および過去において、当社グループ（注１）の業務執行取締役、執行役員または使用人である者
② 現在および就任前５年間において、次のいずれかに該当する者

イ 当社グループを主要な顧客とする者（注２）またはその業務執行取締役、執行役員もしくは使用人
である者

ロ 当社グループの主要な発注先である者（注３）またはその業務執行取締役、執行役員もしくは使用
人である者

ハ 当社の主要株主（注４）またはその業務執行取締役、執行役員もしくは使用人である者
ニ 当社グループが主要株主になっている会社（注５）の業務執行取締役、執行役員もしくは使用人で

ある者
ホ 当社グループから役員報酬以外に、一定額以上の金銭その他の財産上の利益（注６）を受けている

弁護士、公認会計士、税理士またはコンサルタント等である者（当該利益を得ている者が法人、組
合等の団体である場合には、当該団体に所属する者）

ヘ 当社グループから一定額以上の寄付または助成（注７）を受けている者またはその理事その他の業
務執行者である者

ト 当社グループの業務執行取締役、執行役員および部長格以上の上級管理職の配偶者または二親等以
内の親族

③ その他独立社外役員としての職務を果たせないと合理的に判断される事情を有している者

（注）１．「当社グループ」とは、「当社およびその連結子会社」をいう。
２．「当社グループを主要な顧客とする者」とは、「その者の年間連結売上高の２％以上の支払いを当社

グループから受けた者」をいう。
３．「当社グループの主要な発注先である者」とは、「当社グループの年間連結売上高の２％以上の支払

いを当社グループに行っている者」または「事業年度末における当社グループの連結総資産の２％
以上の額を当社グループに融資している者」をいう。

４．「当社の主要株主」とは、「当社の総議決権の10％以上を直接的または間接的に保有している者」を
いう。

５．「当社グループが主要株主になっている会社」とは、「当社グループが総議決権の10％以上を直接的
または間接的に保有している者」をいう。

６．「一定額以上の金銭その他の財産上の利益」とは、個人の場合は、「その価額が１事業年度につき
1,000万円以上」をいい、団体の場合は、「その価額が１億円以上または当該団体の年間連結売上高
の２％以上のいずれか高い方」をいう。

７．「一定額以上の寄付または助成」とは、「年間1,000万円以上」をいう。
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第３号議案 取締役の報酬額改定の件
当社の取締役の報酬額は、1997年６月27日開催の第181期定時株主総会において月額32百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）とご承認いただき今日に至っております。
今般、経営環境の変化やコーポレート・ガバナンス体制の強化に伴い、取締役の役割や責務が

増大していること、また、持続的な企業価値向上へのインセンティブをより明確にするための役
員報酬制度の見直しに伴い、取締役の報酬の定めを月額から年額に変更するとともに、その報酬
額を年額５億円以内（うち社外取締役分60百万円以内）に改めさせていただきたいと存じます。
なお、取締役の報酬額には、従来のとおり使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないことと

いたしたいと存じます。
本議案による報酬額の範囲内で、業務執行取締役を対象として、従来の固定報酬に加えて、新

たに単年度の業績目標の達成度等に応じた業績連動報酬（金銭報酬）を導入いたします。当該業
績連動報酬は、客観的かつ測定可能な業績指標を基礎として、各事業年度の業績等に応じて支給
いたします。なお、社外取締役の報酬につきましては、その役割の独立性に鑑み、固定報酬のみ
といたします。
また、当社は、本議案による報酬枠とは別枠で、取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制

限付株式報酬枠についてもご承認をいただいており、本議案の承認後は、固定報酬、業績連動報
酬および譲渡制限付株式報酬を適切に組み合わせた報酬体系へと移行いたします。
本議案の内容につきましては、当社の事業規模、現在の取締役の員数および今後の動向を総合

的に勘案しつつ、株主利益との整合性の観点から、報酬委員会での審議およびその答申を踏まえ
て、取締役会にて決定しております。また、本議案は、取締役会において決定した「取締役の個
人別の報酬等の内容に係る決定方針」（その概要は本招集通知の事業報告に記載のとおりであり、
詳細等につきましては提出予定の有価証券報告書においても開示いたします。）に合致するもの
であり、相当であるものと判断しております。
（注）現在の取締役は８名（うち社外取締役は３名）でありますが、第２号議案「取締役７名選

任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役は７名（うち社外取締役３名）となり
ます。

以上
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１．企業集団（当社グループ）の現況に関する事項

（1）事業の経過およびその成果
当連結会計年度における事業環境については、米国の通商政策の影響が残るなか、緩やか

な回復基調で推移した一方、中東情勢をはじめ、世界経済の不透明感が高まっており、今後
の動向に注視が必要な状況となっています。製造業では設備投資は緩やかに持ち直している
ものの、生産および輸出は横ばいとなっています。海外の景気は、中国では緩やかに減速が
続いている一方、米国では、不透明感があるものの緩やかな拡大が続いており、新興国では
緩やかに回復しています。
このような状況の中、当社グループにおいては、高機能製品部門で半導体製造装置向けの

需要が軟調に推移したこと等により、当社グループの売上高は、前連結会計年度に対し1.8
％減の2,519億10百万円となりました。
利益面では、営業利益が370億14百万円、経常利益が393億77百万円、親会社株主に帰

属する当期純利益が316億34百万円となり、前連結会計年度と比較しそれぞれ6.8％、5.6
％、1.4％の減少となりました。
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部門別の売上高の概況
プラント向け工事・販売については、原子力向け工事は減少しましたが、石油精製、石油化

学向けを中心に需要が堅調に推移したため、売上高は前連結会計年度に対し1.3％増の795億
3百万円となりました。
工業製品については、国内のインフラ向けシール材の需要が堅調に推移したため、売上高は

前連結会計年度に対し0.3％増の533億21百万円となりました。
高機能製品については、半導体製造装置向けの需要が軟調に推移したことにより、売上高は

前連結会計年度に対し12.3％減の390億94百万円となりました。
自動車部品については、国内需要が堅調に推移したため、売上高は前連結会計年度に対し

0.6％増の515億4百万円となりました。
建材については、巻付け耐火被覆材の出荷が堅調に推移しましたが、一部大型物件の工程遅

延が見られたため、売上高は前連結会計年度に対し2.1％減の284億87百万円となりました。
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部門別の売上高状況
(単位：百万円)

事 業 区 分 前期売上高
（第209期）

当期売上高
（第210期） 対前期増減率 当期売上高

構成比率

プラント向け工事・販売 78,456 79,503 1.3％ 31.6％

工 業 製 品 53,184 53,321 0.3 21.2

高 機 能 製 品 44,584 39,094 △12.3 15.5

自 動 車 部 品 51,196 51,504 0.6 20.4

建 材 29,090 28,487 △2.1 11.3

合 計 256,512 251,910 △1.8 100.0

部門別の受注高状況
(単位：百万円)

事 業 区 分 前期受注高
（第209期）

当期受注高
（第210期） 対前期増減率 当期受注高

構成比率

プラント向け工事・販売 83,061 84,087 1.2％ 32.4％

工 業 製 品 57,253 51,312 △10.4 19.8

高 機 能 製 品 40,700 44,134 8.4 17.0

自 動 車 部 品 51,006 51,378 0.7 19.8

建 材 30,888 28,405 △8.0 11.0

合 計 262,909 259,317 △1.4 100.0

（2）資金調達等についての状況
① 資金調達の状況

当期における設備投資資金、運転資金につきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー
から得られる資金、金融機関からの借入により調達しております。

② 設備投資の状況
当期の設備投資の総額は110億31百万円であります。
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（3）財産および損益の状況
① 企業集団の財産および損益の状況

区 分 第207期
2022年度

第208期
2023年度

第209期
2024年度

第210期(当期)
2025年度

売 上 高（百万円） 238,116 249,391 256,512 251,910

経 常 利 益（百万円） 33,082 38,787 41,693 39,377

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 21,398 26,961 32,073 31,634

１株当たり当期純利益 （円） 107.53 135.53 163.79 165.59

総 資 産（百万円） 266,907 290,788 289,044 307,123

純 資 産（百万円） 173,742 200,918 216,434 239,612

② 当社の財産および損益の状況

区 分 第207期
2022年度

第208期
2023年度

第209期
2024年度

第210期(当期)
2025年度

売 上 高（百万円） 190,438 196,154 200,970 194,455

経 常 利 益（百万円） 23,301 27,722 29,831 33,485

当 期 純 利 益（百万円） 16,770 20,264 24,841 29,279

１株当たり当期純利益 （円） 84.27 101.87 126.86 153.27

総 資 産（百万円） 199,275 210,394 201,686 209,744

純 資 産（百万円） 115,548 130,362 135,015 150,023

（注）１.第209期より表示方法の変更を行っており、第208期の経常利益については、表示方法の変更を反映
させた組替え後の数値となっております。
２.当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第207期
の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。
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（4）対処すべき課題
① 会社の経営の基本方針

当社グループは、1896年わが国における保温・断熱分野のパイオニアとしてスタートし、
様々な産業分野へ「断つ・保つ」の技術を基盤とした製品とサービスを提供することで成長して
まいりました。
2011年には経営理念として

ニチアス理念
「ニチアスは、『断つ・保つ』の技術で地球の明るい未来に貢献します。」

を制定しました。

また、2025年４月には未来志向のもと、新たにサステナビリティ方針を制定するとともに、
ニチアスグループ従業員の「心構え」と「行動」の原則を示す「私たちの約束」を改訂しまし
た。

サステナビリティ方針
「ニチアスグループは企業理念の実践を通して、グループの持続的な成長と持続可能な社会の

実現を目指します。」

私たちの約束
□仲間とともに、社会に役立つ価値を提供します。
□社会の一員であることを自覚し、責任ある行動を取ります。
□「ありがとう」と「笑顔」があふれる信頼の輪を築きます。
□スキルや知識を高め、従業員と会社がともに成長します。
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② 目標とする経営指標
ニチアス理念のもと当社グループは、「働きやすい、明るい会社」の実現に向け、2027年３月

期を最終年度とする中期経営計画「しくみ・１３０」（2023年３月期〜2027年３月期）を策定
しております。業績予想・イメージ、環境目標については、下記のとおりといたしておりま
す。
イ．数値目標・イメージ

第210期
2025年度 実績

第211期
2026年度 業績予想

第211期
2026年度 イメージ

売上高(億円) 2,519 2,700 2,750

営業利益率(％) 14.7 16.7 17.3

ＲＯＥ(％) 13.9 − 15.0（以上）

ＲＯＩＣ(％) 10.7 − 14.0

ロ．環境目標
第211期

2026年度 目標

CO2eq排出量(万t) 17.0

産業廃棄物排出量(千t) 17.1

※中期経営計画「しくみ・１３０」において、「し」は従業員と家族の幸せ、「く」は課題解
決のための工夫、「み」は持続的成長を目指す明るい未来と定義づけ、外部環境が目まぐ
るしく変化する中、変化に適応できる「しくみ」を構築し、当社創立130周年となる
2027年３月期の目標達成に向け、課題に取り組んでまいります。
当該計画については、前半３ヵ年を第１ステージ（2023年３月期〜2025年３月期）、後
半２ヵ年を第２ステージ（2026年３月期〜2027年３月期）と期間を区分けしておりま
す。環境の変化を踏まえ、適宜、目標に対する進捗の評価・検証、目標達成に向けた課題
の見直しを行いながら進めております。
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③ 中長期的な全社課題
当社グループは、「働きやすい、明るい会社」の実現を目指し、持続的成長に向け、以下の５

つの全社課題を設定しております。

イ．収益性の向上
ニチアス固有の「断つ・保つ」の技術と、長年培ってきた独自のビジネスモデルを連動させ
るとともに、効率化とスピードを加えることで更なる利益の獲得に繋げ、稼ぐ力を高めてま
いります。

ロ．事業の選択と集中
市場の成長性やマーケットシェア、収益性などの観点から、事業ごと製品ごとに仕分けを進
めてまいります。また、限りある資源を有効に活用し、全体最適の視点で従来にこだわるこ
となく、事業の選択と集中に取り組んでまいります。

ハ．業務運営の効率化
業務の棚卸しを行い、デジタル技術の活用を推進することで、業務の効率化、生産性の向上
を進めてまいります。そして、労働時間の短縮と働きやすい環境の実現を目指し、従業員の
モチベーション向上にも繋げてまいります。

ニ．環境対応
二酸化炭素や廃棄物の削減に取り組むとともに、ニチアス固有の「断つ・保つ」の技術をベ
ースとした環境に配慮した製品の開発や、省エネ需要を取り込んだビジネス機会の獲得を進
め、カーボンニュートラルの推進や環境負荷の低減に取り組んでまいります。

ホ．基盤強化
事業継続の基本である安全・安心・安定の３Ａをベースに、安全最優先と品質の向上を進め
てまいります。

上記の基本方針をもとに、中期経営計画の達成に向け、事業戦略、およびその基盤となる機能
戦略に基づく諸施策を実行してまいります。
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④ 利益配分の基本方針
当社グループは、収益力を高めるために経営基盤の強化を図りながら、配当可能利益の拡大と

株主価値の向上を通じて株主のみなさまに対する長期的かつ適正な利益還元を図る一方、再投資
のための内部留保を充実させることを利益配分の基本方針としております。
このような基本方針のもと、配当につきましては安定した配当の継続に重点を置き、さらに当

該期の利益水準や財務状況、将来の事業展開に向けた設備投資や研究開発に必要な投資資金など
を総合的に勘案して実施することとしております。また、株主のみなさまへの利益還元に関する
目標としましては、ＤＯＥ5.0％以上とし、現在の中期経営計画期間中において累進配当を継続
するとともに、配当および自己株式取得も考慮した総還元性向を50％以上とします。
株主のみなさまにおかれましては、なにとぞ一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し

あげます。

（5）主要な事業内容（2026年３月31日現在）
当社グループは、「断つ・保つ」の技術を基盤とした各種製品とサービスを、基幹産業をは

じめ自動車産業、半導体産業等産業全般に幅広く提供しております。
当社グループの主要な事業内容は以下のとおりです。

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容

プラント向け工事・販売
電力、石油精製・石油化学産業などの各種プラントの保温工事、保冷工事、耐火
工事、防音工事、防災工事の設計と施工およびメンテナンスと石油精製・石油化
学産業のプラント設備用のシール材（ガスケット、パッキン）、無機繊維製断熱
材、ふっ素樹脂製品の販売

工 業 製 品
電力、ガス、鉄鋼、環境、医療、食品などの幅広い産業分野へのシール材（ガス
ケット、パッキン）、無機繊維製断熱材、ふっ素樹脂製の各種成形素材・加工
品・耐食ライニング材およびハニカムフィルターの製造・販売

高 機 能 製 品 半導体・液晶製造装置用のふっ素樹脂製部品、無機繊維製断熱製品、ハニカムフ
ィルターおよびシール材の製造・販売

自 動 車 部 品 エンジンおよびエンジン周辺機器用のシール材や防音、防熱、制振用機能材など
の自動車部品の製造・販売

建 材
けい酸カルシウムを主材とした不燃内装材、化粧板、ならびに各種不燃建材の製
造・販売およびオフィスビルなどの不燃建材による耐火被覆工事や各種フロア材
によるフリーアクセスフロア工事の設計と施工
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（6）主要な営業所および工場ならびに使用人の状況（2026年３月31日現在）
① 主要な営業所および工場
イ．当社

区 分 名 称 （所 在 地）
本 社 東京都中央区八丁堀一丁目６番１号

支 社
東京支社（東京都中央区） 名古屋支社（名古屋市南区）
大阪支社（大阪市中央区） 九州支社（福岡市中央区）

工 場
鶴見工場（横浜市鶴見区） 袋井工場（静岡県袋井市）
王寺工場（奈良県北葛城郡） 結城工場（茨城県下妻市）
羽島工場（岐阜県羽島市） 郡山分工場（奈良県大和郡山市）

研 究 所 浜松研究所（浜松市浜名区） 鶴見研究所（横浜市鶴見区）

ロ．重要な子会社
「（7）重要な子会社の状況」をご参照ください。

② 使用人の状況
イ．企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減
6,424名 51名増

（注） 使用人数は就業人員数を記載しており、定年後再雇用者および当社グループからグループ外への出向者
は含まず、グループ外から当社グループへの受入出向者を含んでおります。

ロ．当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,930名 44名増 40.9歳 13.9年
（注） 使用人数は就業人員数を記載しており、定年後再雇用者および社外への出向者は含まず、社外からの受

入出向者を含んでおります。
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（7）重要な子会社の状況（2026年３月31日現在）
① 重要な子会社の状況

会 社 名 本社および主要な工場 資 本 金 議決権比率(%) 主要な事業内容

メタコート工業株式会社
本 社 東京都中央区

490百万円 100.0 自動車部品製造業工 場 奈良県北葛城郡
工 場 岡山市北区

株式会社福島ニチアス
本 社 東京都中央区

200百万円 100.0 高機能製品製造業
工 場 福島県相馬郡

国分工業株式会社 本社・工場 大阪府柏原市 60百万円 100.0 工業製品製造業
ニチアスセラテック株式会社 本社・工場 長野県上水内郡 420百万円 99.8 工業製品製造業
竜田工業株式会社 本社・工場 奈良県生駒郡 40百万円 82.8 工業製品製造業
ニチアスエンジニアリング
サービス株式会社 本 社 東京都中央区 50百万円 100.0 プラント向け工事業

株式会社東京マテリアルス 本 社 東京都中央区 46百万円 100.0 工業製品販売業
新日本熱学株式会社 本 社 北九州市戸畑区 380百万円 100.0 プラント向け工事業
日本ロックウール株式会社 本 社 東京都中央区 300百万円 100.0 建材製品販売業

株式会社堺ニチアス
本 社 東京都中央区

80百万円 100.0 工業製品製造業
工 場 堺 市 堺 区

株式会社熊本ニチアス
本 社 東京都中央区

20百万円 100.0 高機能製品製造業
工 場 熊本県菊池郡

株式会社ニチアスセムクリート 本 社 東京都中央区 50百万円 100.0 建 材 工 事 業
ニチアス関東販売株式会社 本 社 東京都中央区 20百万円 100.0 プラント向け販売業
株式会社西日本ニチアス 本社・工場 岡山県倉敷市 10百万円 100.0 工業製品製造業
株式会社イノクリート 本 社 東京都中央区 20百万円 100.0 プラント向け工事業
株式会社ＡＰＪ 本社・工場 神奈川県大和市 320百万円 100.0 自動車部品製造業
NICHIAS SINGAPORE
PTE. LTD. 本 社 シンガポール 3,000千

シンガポールドル 100.0 工業製品販売業

NICHIAS FGS SDN. BHD. 本社・工場 マレーシア 26,000千
マレーシアリンギット 100.0 工業製品製造業

PT.NICHIAS ROCKWOOL
INDONESIA 本社・工場 インドネシア 14,800千米ドル 99.9 工業製品製造業
PT.NICHIAS METALWORKS
INDONESIA 本社・工場 インドネシア 1,500千米ドル 70.0 建材製品製造業
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会 社 名 本社および主要な工場 資 本 金 議決権比率(%) 主要な事業内容
PT.NICHIAS SUNIJAYA 本 社 インドネシア 200千米ドル 99.5

（0.5） 工業製品販売業

NT RUBBER-SEALS SDN. BHD. 本社・工場 マレーシア 6,800千
マレーシアリンギット 100.0 工業製品製造業

NICHIAS HAIPHONG
CO., LTD. 本社・工場 ベトナム 3,300千米ドル 100.0 工業製品製造業

蘇州霓佳斯工業製品有限公司 本社・工場 中国 13,010千米ドル 100.0 工業製品製造業
NICHIAS (THAILAND)
CO., LTD. 本社・工場 タイ 15,000千

タイバーツ
100.0
（51.0） 自動車部品製造業

NICHIAS AUTOPARTS
EUROPE a.s. 本社・工場 チェコ 51,200千

チェココルナ 100.0 自動車部品製造業
NICHIAS SOUTHEAST
ASIA SDN.BHD. 本 社 マレーシア 2,500千

マレーシアリンギット 100.0 工業製品販売業
THAI NICHIAS ENGINEERING
CO., LTD. 本 社 タイ 15,000千

タイバーツ
100.0
（51.0） プラント向け工事業

NICHIAS (SHANGHAI)
TRADING CO., LTD. 本 社 中国 200千米ドル 100.0 工業製品販売業
NICHIAS (SHANGHAI) AUTOPARTS
TRADING CO., LTD. 本 社 中国 81百万円 100.0 自動車部品販売業

NAX MFG, S.A.DE C.V. 本社・工場 メキシコ 77,667千ペソ 100.0 自動車部品製造業
蘇州霓佳斯密封材料有限公司 本社・工場 中国 6,000千米ドル 100.0 工業製品製造業
蘇州双友汽車零部件有限公司 本社・工場 中国 106百万人民元 100.0 自動車部品製造業
（注）１.議決権比率欄の（ ）内は、当社の子会社が所有する議決権の比率を内数で示しております。

２.2026年2月18日付にて株式会社君津ロックウールは清算結了いたしました。

② 企業結合の状況
連結子会社は41社、持分法適用会社は２社であります。
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（8）主要な借入先および借入額（2026年３月31日現在）
借 入 先 借 入 残 高

株式会社三井住友銀行 3,750百万円

株式会社みずほ銀行 3,450

三井住友信託銀行株式会社 1,700

（9）当社グループの現況に関する重要な事項
アスベスト（石綿）による健康障害者への補償について
当社および一部の国内子会社は、当社起因のアスベスト疾病により死亡または療養されて

いる従業員および元従業員に対して、社内規程に基づき補償金を支払っております。また、
一定の基準を満たされた当社および一部の国内子会社の工場周辺住民の方に救済金を支払っ
ております。今後もアスベストによる健康障害者への補償費用等の負担が継続する可能性が
あります。
なお、アスベスト健康障害に関し、損害賠償請求の提訴を受けておりますが、当社といた

しましては適切に対応していく所存です。
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２．株式に関する事項（2026年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 120,000,000株
(2) 発行済株式の総数 63,661,917株
(3) 当事業年度末の株主数 11,224名
(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 10,188,800株 16.17％

株式会社日本カストディ銀行（信託口) 7,746,800 12.29

ニチアス持株会 5,505,410 8.73

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ
ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５００１ 3,829,007 6.07

住友生命保険相互会社 1,437,000 2.28

日本生命保険相互会社 1,259,118 2.00

株式会社三井住友銀行 1,258,300 2.00

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口
再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行 1,254,500 1.99

ＴＨＥ ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ
ＢＡＮＫ，Ｎ．Ａ． ＬＯＮＤＯＮＳＥＣＳ
ＬＥＮＤＩＮＧ ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ

995,265 1.58

三井住友信託銀行株式会社 934,500 1.48

（注）１.持株比率は、発行済株式の総数から2026年３月31日現在の株主名簿上の自己株式（632,783株）を
控除のうえ算出しております。
２.当社は、2026年２月９日開催の取締役会において、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の
割合で株式分割することを決議し、同日をもって当社定款に定める発行可能株式総数を変更いたしまし
た。これにより、発行可能株式総数は360,000,000株、発行済株式の総数は190,985,751株となって
おります。
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(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に株式報酬として交付した株式は次のとおりです。
区 分 株 式 数 交 付 対 象 者 数

取 締 役
（社 外 取 締 役 を 除 く） 10,474株 ５名

（注）１．社外取締役および監査役に対しては株式の交付を行っておりません。
２．上記のほか、取締役を兼務しない執行役員13名に対して5,058株を交付しております。

(6) その他株式に関する重要な事項
① 2025年５月12日付の取締役会決議に基づき、次のとおり自己株式を取得しております。

取 得 し た 株 式 の 総 数 578,200株
株式の取得価額の総額 2,999,732,900円
取 得 日 2025年５月13日から2025年７月９日まで

② 2025年11月11日付の取締役会決議に基づき、次のとおり自己株式を取得しております。
取 得 し た 株 式 の 総 数 735,100株
株式の取得価額の総額 4,999,812,500円
取 得 日 2025年11月12日から2026年１月23日まで

③ 2026年２月27日付で実施した自己株式の消却により、発行済株式の総数が4,150,000株
減少しております。

④ 2026年４月１日付で当社普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
これに伴い、発行可能株式総数は360,000,000株に、発行済株式の総数は190,985,751
株にそれぞれ増加しております。

⑤ 2026年３月23日開催の取締役会において、当社の創業130周年を記念した従業員向け株
式交付制度の導入を、同年５月11日開催の取締役会において当該株式交付制度の詳細およ
び自己株式156,080株の処分を決議しております。同年５月28日付で日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）が当社株式156,080株を取得しており
ます。
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３．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項

（1）取締役および監査役（2026年３月31日現在）
地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 亀 津 克 己

代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 山 本 司 内部統制・コンプライアンス・サステナビリティ・

経理担当
取 締 役
専 務 執 行 役 員 田 邉 智 生産部門・安全衛生・環境・品質保証担当

取 締 役
常 務 執 行 役 員 佐 藤 清 研究開発・デジタル化推進担当

取 締 役
常 務 執 行 役 員 龍 光 幸 徳 営業部門担当

高機能製品事業本部長

取 締 役 和 智 洋 子
弁護士
エステー株式会社 社外取締役
協和キリン株式会社 社外取締役（監査等委員）

取 締 役 真 鍋 靖 三菱瓦斯化学株式会社 社外取締役

取 締 役 岩 﨑 玲 子
株式会社For SDGs 代表取締役
アークランズ株式会社 社外取締役（監査等委員）
西川ゴム工業株式会社 社外取締役（監査等委員）

常 勤 監 査 役 野 瀬 満

常 勤 監 査 役 本 橋 和 幸

監 査 役 村 瀬 幸 子
弁護士
株式会社文教堂グループホールディングス 社外監査役
マクセル株式会社 社外取締役
日本鋳造株式会社 社外取締役

監 査 役 髙 野 信 彦 税理士

監 査 役 出 口 雅 敏
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（注）１．2025年６月27日開催の第209期定時株主総会において、岩﨑玲子氏が新たに取締役に選任され、
同日付で就任いたしました。

２．2025年６月27日開催の第209期定時株主総会終結の時をもって、取締役 江藤洋一氏は任期満了に
より退任いたしました。

３．以下の者の重要な兼職の状況に異動がありました。
・取締役 和智洋子氏は、協和キリン株式会社の社外監査役を兼職しておりましたが、2026年３月
19日付で同社が監査等委員会設置会社に移行したことに伴い、同日付で任期満了により退任する
とともに、同日付で同社の社外取締役（監査等委員）に就任しております。

・取締役 岩﨑玲子氏は、2025年６月26日付で西川ゴム工業株式会社の社外取締役（監査等委員）
に就任しております。

・監査役 髙野信彦氏は、東亞合成株式会社の社外取締役（監査等委員）を兼職しておりましたが、
2026年３月27日付で任期満了により退任しております。

・監査役 出口雅敏氏は、テクノプロ・ホールディングス株式会社の社外取締役（監査等委員）を兼
職しておりましたが、2025年12月11日付で同社が監査役設置会社に移行したことに伴い、同日
付で任期満了により退任しております。

４．取締役 和智洋子、真鍋靖および岩﨑玲子の各氏は、いずれも会社法第２条第15号に定める社外取締
役であります。

５．監査役 村瀬幸子、髙野信彦および出口雅敏の各氏は、いずれも会社法第２条第16号に定める社外監
査役であります。

６．監査役 髙野信彦氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有し
ております。

７．社外役員の兼職先の状況は以下のとおりです。
・取締役 和智洋子氏はエステー株式会社の社外取締役、協和キリン株式会社の社外取締役（監査等
委員）を兼職しておりますが、これらの会社と当社との間に特別な関係はありません。

・取締役 真鍋靖氏は三菱瓦斯化学株式会社の社外取締役を兼職しておりますが、同社と当社との間
に特別な関係はありません。

・取締役 岩﨑玲子氏は株式会社For SDGsの代表取締役、アークランズ株式会社の社外取締役（監
査等委員）、西川ゴム工業株式会社の社外取締役（監査等委員）を兼職しておりますが、これらの
会社と当社との間に特別な関係はありません。

・監査役 村瀬幸子氏は株式会社文教堂グループホールディングスの社外監査役、マクセル株式会
社、日本鋳造株式会社の社外取締役を兼職しておりますが、これらの会社と当社との間に特別な
関係はありません。

８．取締役 和智洋子、真鍋靖および岩﨑玲子、監査役 村瀬幸子、髙野信彦および出口雅敏の各氏は、
いずれも株式会社東京証券取引所の定めに基づき届出た独立役員であります。
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（2）責任限定契約の内容の概要
取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）および監査役の当社に対する損害賠償責

任を一定の範囲に限定して、その期待される役割を十分に発揮できるよう、定款の規定に基
づいて当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）および監査役全員との間で、
以下の概要の責任限定契約を締結しております。：

取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）および監査役が任務を怠ったことによ
り当社に損害を与えた場合、ただし、その職務の執行において善意でかつ重大な過失が
ないときに限り、当該取締役および監査役の賠償責任は、会社法第425条第１項に定め
る最低責任限度額を上限として、その額を超える部分については免責される。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、当社および子会社の取締役および監査役全員を被保険者として、会社法第430条

の３第１項に規定する、以下の概要の役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、その保険料全額を当社が負担しております。：

会社訴訟、株主代表訴訟、第三者訴訟等により、被保険者が負担することとなった争
訟費用および損害賠償金等を、当該保険契約の支払限度額の範囲内で填補する。ただ
し、被保険者の不正行為や、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為
等に起因する損害等については填補の対象外とする。

（4）取締役および監査役の報酬等
① 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 報 酬 等 の 総 額 報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 支 給 人 数金銭固定報酬 株 式 報 酬
取 締 役
（社外取締役を除く） 340百万円 285百万円 54百万円 ５名

監 査 役
（社外監査役を除く） 38百万円 38百万円 ー ２名

社 外 取 締 役 43百万円 43百万円 ー ４名

社 外 監 査 役 27百万円 27百万円 ー ３名

（注）１．支給人数および報酬等の総額には、2025年６月27日開催の第209期定時株主総会終結の時をもっ
て任期満了により退任した取締役１名に係る報酬が含まれております。

2．株式報酬の内容は譲渡制限付株式報酬であり、その交付状況は事業報告（32頁）の「(5) 当事業年
度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況」に記載のとおりであります。
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② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額は、1997年６月27日開催の第181期定時株主総会において月額32百

万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は18名です。
取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式報酬の限度額は、2023年６月29日

開催の第207期定時株主総会において、上記報酬枠とは別枠で年額１億円以内と決議されて
おります。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は５名です。
監査役の報酬限度額は、2012年６月28日開催の第196期定時株主総会において月額６百

万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は５名です。
③ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会において決議してお
り、その概要は以下のとおりです。

イ．当社の取締役の報酬は、金銭による固定報酬およびインセンティブを目的とした株
式報酬で構成する。ただし、社外取締役の報酬については、その職責に鑑み、固定
報酬のみとする。

ロ．固定報酬は、月額32百万円以内とする。また、株式報酬は、一定の譲渡制限期間を
付した株式とし、固定報酬とは別枠で年額１億円以内、株式数の上限を年４万株以
内とする。

ハ．各取締役の報酬額は、その役位に応じた基準額を定めたうえ、具体的な額について
は業績、職務の重要性や責任等を勘案して、社外取締役および社外監査役を含めた
報酬委員会において協議した結果を取締役会に諮り、決定する。

ニ．全取締役の固定報酬および株式報酬のそれぞれの総額は、株主総会の決議により定
められた限度額の範囲内において決定する。

④ 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会
が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容については、報酬委員会が原案について決定方針との整合

性を含め総合的に検討のうえ取締役会に答申しております。従って、取締役会としては、報
酬委員会の答申内容が決定方針に沿うものであると判断し、その答申内容を尊重のうえ、取
締役の個人別の報酬等の内容を決定しております。
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（ご参考）
当社は2026年５月11日開催の取締役会において、本総会にお諮りしている第３号議案をご承認いただくこ

とを条件として、新たな決定方針を決議いたしました。同議案をご承認いただいた場合の決定方針の概要は
以下のとおりです。
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を報酬委員会の答申結果を踏まえ、取締役会
において決議しており、その概要は以下のとおりです。

イ．当社の取締役の報酬は、金銭による「基本報酬」および「業績連動報酬」ならびに「株式報酬」
で構成する。ただし、社外取締役の報酬については、その職責に鑑み、基本報酬のみとする。
取締役（社外取締役を除く。以下、同じ。）の報酬の割合は、基本報酬：業績連動報酬（基準
額）：株式報酬＝60：20：20を目安とする。

ロ．基本報酬は、役位および在任年数に基づき決定する。
業績連動報酬については、中期経営計画において重視する経営指標である連結営業利益、連結営
業利益率およびESG指標の目標に対する達成度に応じた業績連動係数を役位別業績連動報酬基準
額に乗じて算出する。
当社の取締役の金銭報酬は、年額５億円以内（うち社外取締役分60百万円以内）とする。
また、株式報酬は、一定の譲渡制限期間を付した株式とし、上記金銭報酬とは別枠で年額１億円
以内、株式数の上限を年４万株以内とする。

ハ．当社の取締役の業績連動報酬は算定式のもと決定し、各取締役の報酬額は、その役位および在任
年数に応じた基準額を定めたうえ、具体的な額については業績、職務の重要性や責任等を勘案し
て、報酬委員会において協議した結果を取締役会に諮り、決定する。

ニ．全取締役の金銭報酬、業績連動報酬および株式報酬のそれぞれの総額は、株主総会の決議により
定められた限度額の範囲内において決定する。
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（5）社外役員の状況
① 社外役員の重要な兼職の状況

「(1) 取締役および監査役」をご参照ください。
② 社外役員の取締役会・監査役会への出席の状況および発言の状況ならびに期待される役割

に関して社外取締役が行った職務の概要
区 分 氏 名 主 な 活 動

社外取締役 和 智 洋 子

取締役会14回の全てに出席し、必要に応じ、長年にわたる弁護士としての
専門的な知識と幅広い経験に基づいて発言を行っております。
また、任意の諮問委員会である指名委員会の委員長および報酬委員会の委
員を務め、取締役等の指名および取締役の個人別の報酬等の内容について
審議し取締役会に答申するにあたり、重要な役割を果たしております。

社外取締役 真 鍋 靖

取締役会14回の全てに出席し、必要に応じ、長年にわたる経営者としての
豊富な経験と幅広い知見に基づいて発言を行っております。
また、任意の諮問委員会である報酬委員会の委員長および指名委員会の委
員を務め、取締役の個人別の報酬等の内容および取締役等の指名について
審議し取締役会に答申するにあたり、重要な役割を果たしております。

社外取締役 岩 﨑 玲 子

就任後、開催された取締役会10回の全てに出席し、必要に応じ、長年にわ
たる経営者としての豊富な経験と幅広い知見に基づいて発言を行っており
ます。
また、任意の諮問委員会である指名委員会および報酬委員会の委員を務め、
取締役等の指名および取締役の個人別の報酬等の内容について審議し取締
役会に答申するにあたり、重要な役割を果たしております。

社外監査役 村 瀬 幸 子
取締役会14回、および監査役会12回の全てに出席し、必要に応じ、長年
にわたる弁護士としての専門的な知識と幅広い経験に基づいて発言を行っ
ております。

社外監査役 髙 野 信 彦
取締役会14回のうち13回、および監査役会12回の全てに出席し、必要に
応じ、長年にわたる税理士としての専門的な知識と幅広い経験に基づいて
発言を行っております。

社外監査役 出 口 雅 敏
取締役会14回のうち13回、および監査役会12回の全てに出席し、必要に
応じ、長年にわたる経営者としての豊富な経験と幅広い知見に基づいて発
言を行っております。

2026年05月25日 18時06分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



事業報告

39

５．会計監査人に関する事項

（1）会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 72百万円

② 当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 72百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載してお
ります。

２．事業報告（28頁）「（７）重要な子会社の状況」に記載の当社の子会社のうち、在外子会社17社に関
しては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

３．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積もりの算
出根拠の妥当性について必要な検証を行った結果、適切であると判断し、当該報酬などについて、
会社法第399条第１項および同条第２項の同意を行っております。

（3）解任または不再任の決定の方針
監査役会は会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意により、会計監査人を解任いたします。また、上述の場合のほか、会計
監査人の適格性または独立性を害する事由の発生により、適正な監査の遂行が困難と認められ
る場合、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容
を決定いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容および
運用状況の概要

当社が会社法第362条第４項第６号および同条第５項ならびに会社法施行規則第100条の規
定に従い、業務の適正を確保するための体制に関する基本方針として取締役会において決議し
た事項および運用状況は次のとおりであります。

（1）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要

①当社および当社グループ会社（会社法第２
条第３号の定義による当社の子会社をいう。
以下同じ。）の取締役は、「ニチアスグルー
プコンプライアンス綱領」に定める行動規
範を順守し、自らが高い倫理観を持って行
動する。

①「ニチアスグループコンプライアンス綱領」
のほか、法令順守に関わる各種規程を制定
し運用しております。

②取締役会が取締役の職務の執行を監督する
ために、各取締役による職務執行の状況に
関する主要事項の報告日程およびその他の
随時に報告すべき事項をあらかじめ定める。
取締役会では、各取締役が重要事項の情報
を共有したうえで討議し、相互コミュニケ
ーションの確保および相互牽制を図る。

②毎期、報告事項を取締役会にて定め、各取
締役に職務執行状況を報告させております。

③監査役会は、毎事業年度末に取締役に対し
て、自署、捺印による「取締役業務執行確
認書」の提出を求めることにより、職務執
行上の義務違反がない旨を自ら確認させる。

③監査役会により取締役の職務執行上の義務
違反がないことを確認しております。
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（2）使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要

①コンプライアンス委員会をはじめとした組
織体制を整備し、各種研修の実施等を通じ
て社員の意識徹底に努める。

①当社および当社グループ会社の各拠点にコ
ンプライアンス委員会を設置し、コンプラ
イアンス意識の向上に取り組んでおります。

②取締役より１名をコンプライアンス担当役
員に任命する。同担当役員が「コンプライ
アンス委員会」の委員長となり、当社およ
び当社グループ会社のコンプライアンス体
制・施策の立案とその展開などを行う。

②コンプライアンス担当役員を委員長とした
コンプライアンス本部委員会において、毎
期活動方針を定め、具体的な施策・展開を
行い、国内外の各事業所、グループ各社の
支部委員会を中心に活動を推進し、進捗状
況を定期的に取締役会にて報告しています。

③法令違反の疑いのある行為などを発見した
者が直接どこからでも通報できるように、
社内外および当社ホームページにコンプラ
イアンスに関する通報受付窓口（コンプラ
イアンス・カウンター）を設ける。なお、
通報者にはあらゆる面で不利益を被ること
のないように通報者保護の厳正な運用を図
っている。

③社内外に６つの通報窓口を設置し、運営し
ております。また、全ての通報は、コンプ
ライアンス担当役員に集まり、規程に基づ
き審議しております。
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決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要
④法令または社内規程などに反する行為のあ
った者に対しては、「就業規則」に基づいて
厳正にかつ公平な基準で処分する。

④法令や社内規程に反する行為をした者に対
しては、就業規則に基づき処分しておりま
す。

⑤反社会的勢力からの要求に対してはこれに
応じない旨を「ニチアスグループコンプラ
イアンス綱領」にて定めている。

⑤警察と連携し、常時反社勢力の情報を取得
し、警戒しております。

⑥内部監査を担当する内部統制監査室の体制
と機能を充実させることにより往査の頻度
と監査効率を高め、監査結果が遅滞なく経
営会議などにおいて報告されるようにする。
また、担当取締役はそれらの要旨を取締役
会において報告する。

⑥毎期、監査計画を策定し、実施結果を取締
役会に報告しております。

（3）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要

①取締役の職務執行に係る文書については
「文書管理規程」に基づいて管理、保存す
る。

①重要な会議の議事録等、取締役の職務執行
に係る文書については社内規程に基づいて
適切に管理、保存しております。

②取締役（および監査役）は取締役の職務執
行に係る文書を常時、電子化文書にて閲覧
できる。

②重要な会議の議事録等、取締役の職務執行
に係る文書を、職位による適切なアクセス
制限をつけ、社内ネットワーク上で開示し
ております。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要

①取締役の職務の執行の効率化を図るため、
取締役会は、全社的な業務運営にかかる案
件の事前審議を経営会議に委任する。
経営会議にて審議した案件のうち、「取締役
会規程」に定める重要案件については取締
役会に報告または付議する。

①当事業年度（第210期）は、経営会議を50
回開催しており、機動的な意思決定を行っ
ております。

②取締役会は、承認・決定した重要事項につ
いて進捗状況をレビューし、事後の対策な
どを検討する。

②取締役会において承認された重要案件につ
いては、その進捗状況を定期的に取締役会
に報告しております。

（5）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制

決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要
当社および当社グループ会社のリスク管理

を体系的に定める規程に基づいて、それぞれ
の担当部署において個別の規程や運営要領の
制定、マニュアル類の作成・配付、研修の実
施などを行う。

・当社は、当社および当社グループ会社のリ
スク管理を体系的に定める規程に基づき、
リスク管理体制を構築しております。

・災害リスクに関しては、部門を横断した全
社的なＢＣＰ（事業継続計画）の策定や製
造工場の整備を順次進めております。

・サイバーセキュリティに関しては、サイバ
ー攻撃の動向を注視しリスクを適切に把握
するとともに、必要に応じて対策を適宜拡
充しております。

・当社グループ会社における適正な在庫管理
および債権管理を徹底するため、ルールの
整備、見直しを行い、周知活動を進めてお
ります。
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（6）当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要

①当社および当社グループ会社がグローバル
で健全な経営を行えるよう、当社および当
社グループ会社の管理体制を整備し、管理
本部が法律、会計、コンプライアンスなど
の面から、事業本部および生産本部が事業、
生産、品質などの面から当社グループ会社
を支援・指導する。

①当社グループ全体に適用するグローバルコ
ンプライアンスポリシーを制定するととも
に、特に管理面で当社と当社グループ会社
を繋ぐ窓口としてグループ支援部署を設置
し、管理・事業・生産・品質などについて
適切な支援ができる体制を整え、当社およ
び当社グループ会社が健全に経営を行える
よう努めております。

②当社および当社グループ会社の報告の信頼
性を確保するため「報告に係る内部統制評
価の基本方針」に基づき、必要な内部統制
に係る体制を整備し、その評価の仕組みを
構築している。また、その仕組みが適正に
機能することを継続的に評価し、必要な是
正を行う。

②報告に係る信頼性を確保するため、内部統
制システムを整備し、毎期評価を行い、取
締役会に報告しております。

③当社グループ会社における重要案件につい
ては、当社の「子会社管理規程」に基づき、
所管本部長が、経営会議または取締役会に
諮る。

③当社グループ会社における重要案件につい
ては、あらかじめ定めた基準に基づき、取
締役会にて審議しております。

④当社グループ会社には当社の取締役または
社員を取締役および（または）監査役とし
て派遣（兼任）するとともに、当社の内部
統制監査室には各社の内部統制体制の状況
についても監査させ、その結果を下記事項
（７）の報告に加える。

④当社グループ会社の役員には組織体制の強
化に資する適任者を選任・教育するよう努
めております。また、各社の内部統制の状
況については当社の内部統制監査室が監査
を実施し、グループガバナンスの構築に努
めております。
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（7）当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関
する体制

決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要
①当社グループ会社の業務について、原則と
して所管本部がその状況を管理し、必要な
場合は当社グループ会社の業務執行責任者
に経営会議への報告を求める。

①当社グループ会社における業務執行状況の
管理、報告義務などを規程として定め、適
切な報告体制の構築に努めております。

②所管本部長は、当社グループ会社の業務執
行状況を定期的に取締役会に報告する。

②当社グループ会社における業務執行状況の
概要を所管の本部長が定期的に取締役会に
報告しております。

（8）当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制

決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要
「子会社管理規程」において当社グループ

会社における職務権限等をあらかじめ定め、
当社および当社グループ会社の決裁権限を適
切に配分することにより効率化を図る。

当社グループ会社の役員は、あらかじめ定
められた職務権限等に基づき円滑に意思決定
を行い、効率的に職務を執行しております。

（9）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項

決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要
監査役よりその職務を補助すべき者の設置

につき要請を受けた場合は、監査役と協議の
うえ、適切な使用人を専任で補助に当たらせ
るものとする。

当社は、監査役の職務を補助する専任の使
用人を置いておりませんが、内部統制監査室
や経理部などが適宜監査役の職務を補助する
ための報告や説明を行っているほか、監査役
と連携して監査を実施しております。
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（10）前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要

①前項に記載した監査役に対する補助者を置
く場合は、その独立性を確保するため、当
該使用人の人事異動に関する決定には、監
査役会の事前の同意を得なければならず、
その人事考課および懲戒処分については、
常勤監査役と協議のうえで決定しなければ
ならない。

上記事項（９）の運用状況の概要に記載のと
おり専任の使用人を置いておりませんが、当
該使用人を置く場合は、左記決議内容に即し
た体制を構築いたします。

②監査役より監査役を補助すべき要請を受け
た者は、取締役等の指揮・命令は受けない
ものとする。

（11）取締役または使用人が当社の監査役に報告をするための体制
子会社の取締役・監査役・使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社
の監査役に報告をするための体制

決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要
①当社および当社グループ会社の役員および
社員は、当社および当社グループ会社に重
大な影響を及ぼす事項、内部監査による法
令違反などの重大事態を認知した場合は、
既存の会議体における報告機会を待たずに
速やかに監査役に報告する。

①監査役を経営に関する重大な事案に限定し
た通報窓口として指定し、当該事案を認知
した者が直ちに監査役に報告することがで
きる体制を整備しております。

②上記事項（１）の②に記載した取締役の職
務執行状況の報告に関する事項については、
監査役と協議のうえでこれらの計画を策定
する。

②各取締役の職務執行状況等の報告事項につ
いては、事前に経営会議にて審議し、監査
役の意見も踏まえたうえ、最終的に取締役
会でその内容を定めております。
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（12）監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制

決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要
当社および当社グループ会社は、当社の監

査役へ報告を行った者に対して、あらゆる面
で不利益を被ることがないよう、通報者保護
の厳正な運用を図る。

監査役への報告を含め、内部通報を行った
者があらゆる面で不利益を被ることがない旨
を明文化し、周知徹底しております。

（13）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事
項

決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要
当社は、監査役がその職務の執行について、

当社に対し費用の前払い等の請求をしたとき
は、速やかに当該費用を支払う。

監査役の職務に必要な費用については毎期
あらかじめ予算化するとともに、監査役が職
務に必要な費用として別途請求があった場合
にも速やかに前払いまたは償還しております。

（14）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
決 議 の 内 容 の 概 要 運 用 状 況 の 概 要

①当社は、監査役に対しては重要な意思決定
に関する会議体の日程を文書で伝え、監査
役が出席を望む会議にはいつでも出席して
意見を述べることができることとする。

①当社の重要な会議体の日程を毎期策定し経
営会議に諮ったうえで監査役に伝え、監査
役が出席を望む会議にはいつでも出席でき
る体制を整備しております。

②監査役会は、代表取締役および会計監査人
それぞれとの間で定期的に意見交換会を開
催する。

②監査役会と代表取締役との意見交換会を年
２回開催しているほか、年度決算における
会計監査人からの報告を受ける際、会計監
査人との意見交換なども実施しております。
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（ご参考）会社の支配に関する基本方針

当社は、「株式会社の財務および事業の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」につ
いては、いわゆる買収防衛策を含め、定めておりません。

（1）当社の企業価値の源泉について
当社は、1896年の創業以来、一貫して「断つ・保つ」の技術を基盤とし、「極低温」から

「超高温」まで、「無機」から「有機」、「金属」までの幅広い材料を扱う独自技術で、安定した
製品とサービスを提供しております。
このため、当社製品は基幹産業をはじめ、自動車産業、半導体産業等、産業全般にとって欠

かすことのできない部材として、その価値を発揮して幅広く使用されてきております。
これは、単に「独自技術と開発力」が評価されただけではなく、130年を超える長い当社の

歴史により培った、幅広いお客さまからの信頼と信用によるものと確信しております。この信
頼と信用が当社の企業価値の源泉であります。

（2）基本的な考え方
当社は、当社株式の大量取得を目的とする買付が行われる場合において、それに応じるか否

かは、最終的には株主のみなさまの判断に委ねられるべきものと考えております。しかしなが
ら、前述した企業価値を揺るがし、多くの株主さま、お客さまが不利益を被るような株式の大
量取得の行為につきましては、不適切なものであると考えております。
現時点では、当社は、いわゆる買収防衛策を導入しておりません。ただし、当社株式の取引

や株主の異動状況を常に注視し、特に株式の大量取得を企図するものが出現した場合には、当
社の企業価値および株主共同の利益を確保するために、積極的な情報収集と適時開示に努める
とともに、株主のみなさまが適切に判断していただけるよう必要な措置を講じてまいります。
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連結貸借対照表
(単位：百万円)

科 目 第210期
（2026年３月31日現在）

(資産の部)
流動資産 192,315
現金及び預金 57,723
受取手形及び売掛金 33,549
電子記録債権 16,606
完成工事未収入金 22,327
商品及び製品 22,875
仕掛品 3,896
原材料及び貯蔵品 27,290
未成工事支出金 2,505
その他 5,562
貸倒引当金 △22

固定資産 114,807
有形固定資産 71,765
建物及び構築物 36,576
機械装置及び運搬具 12,849
土地 15,270
リース資産 181
建設仮勘定 4,434
その他 2,453

無形固定資産 2,068
ソフトウエア 619
その他 1,449

投資その他の資産 40,973
投資有価証券 17,926
長期貸付金 858
退職給付に係る資産 15,194
繰延税金資産 2,552
その他 5,245
貸倒引当金 △804

資産合計 307,123

科 目 第210期
（2026年３月31日現在）

(負債の部)
流動負債 52,144
支払手形及び買掛金 16,638
電子記録債務 7,029
短期借入金 9,750
リース債務 298
未払金 7,046
未払法人税等 2,439
未成工事受入金 611
賞与引当金 2,900
その他 5,430

固定負債 15,365
リース債務 977
繰延税金負債 6,298
退職給付に係る負債 4,344
訴訟損失引当金 285
その他 3,458

負債合計 67,510
(純資産の部)

株主資本 212,117
資本金 12,128
資本剰余金 12,753
利益剰余金 190,210
自己株式 △2,974

その他の包括利益累計額 26,397
その他有価証券評価差額金 9,090
為替換算調整勘定 9,670
退職給付に係る調整累計額 7,636

非支配株主持分 1,097
純資産合計 239,612
負債・純資産合計 307,123

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
(単位：百万円)

科 目 第210期
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

売上高
商品及び製品売上高 180,201
完成工事高 71,708 251,910
売上原価
商品及び製品売上原価 123,706
完成工事原価 58,307 182,013
売上総利益 69,897
販売費及び一般管理費 32,883
営業利益 37,014
営業外収益
受取利息及び配当金 745
為替差益 588
受取賃貸料 614
持分法による投資利益 52
その他 965 2,966
営業外費用
支払利息 214
賃貸収入原価 39
石綿特別拠出金 47
その他 301 602
経常利益 39,377
特別利益
固定資産売却益 77
投資有価証券売却益 226 304
特別損失
固定資産除売却損 240
訴訟損失引当金繰入額 123
訴訟和解金 602 966
税金等調整前当期純利益 38,715
法人税、住民税及び事業税 7,539
法人税等調整額 △582 6,957
当期純利益 31,758
非支配株主に帰属する当期純利益 124
親会社株主に帰属する当期純利益 31,634

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
(単位：百万円)

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 12,128 13,852 185,429 △14,555 196,855
当 連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,448 △8,448
親会社株主に帰属する当期純利益 31,634 31,634
自 己 株 式 の 取 得 △8,009 △8,009
自 己 株 式 の 処 分 18 67 85
自 己 株 式 の 消 却 △1,118 △18,404 19,522 −
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額)

当連結会計年度中の変動額合計 − △1,099 4,781 11,580 15,262
2026 年 ３ 月 31 日 残 高 12,128 12,753 190,210 △2,974 212,117

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 非支配株主
持 分

純 資 産
合 計その他有価証券

評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 6,978 6,898 4,689 18,566 1,013 216,434
当 連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △8,448
親会社株主に帰属する当期純利益 31,634
自 己 株 式 の 取 得 △8,009
自 己 株 式 の 処 分 85
自 己 株 式 の 消 却 −
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額) 2,111 2,772 2,947 7,831 84 7,915

当連結会計年度中の変動額合計 2,111 2,772 2,947 7,831 84 23,178
2026 年 ３ 月 31 日 残 高 9,090 9,670 7,636 26,397 1,097 239,612

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表
(単位：百万円)

科 目 第210期
（2026年３月31日現在）

(資産の部)
流動資産 122,865
現金及び預金 24,576
受取手形 916
電子記録債権 14,415
売掛金 27,897
完成工事未収入金 14,563
商品及び製品 13,066
仕掛品 1,482
原材料及び貯蔵品 13,996
未成工事支出金 1,248
短期債権 3,701
短期貸付金 2,776
その他 4,230
貸倒引当金 △6

固定資産 86,879
有形固定資産 43,201
建物 22,594
構築物 799
機械及び装置 5,064
車両運搬具 23
工具、器具及び備品 452
土地 11,299
リース資産 154
建設仮勘定 2,812

無形固定資産 806
ソフトウエア 481
その他 325

投資その他の資産 42,870
投資有価証券 16,464
関係会社株式 13,946
長期貸付金 4,500
敷金及び保証金 1,328
保険積立金 1,243
前払年金費用 4,158
その他 1,247
貸倒引当金 △19

資産合計 209,744

科 目 第210期
（2026年３月31日現在）

(負債の部)
流動負債 53,729
電子記録債務 3,233
買掛金 16,936
短期借入金 23,980
リース債務 97
未払金 4,999
未払法人税等 153
未成工事受入金 99
預り金 322
賞与引当金 1,624
その他 2,282

固定負債 5,991
リース債務 72
退職給付引当金 2,137
長期預り保証金 1,546
繰延税金負債 1,084
訴訟損失引当金 285
その他 864

負債合計 59,721
(純資産の部)

株主資本 140,993
資本金 12,128
資本剰余金 12,569
資本準備金 12,569

利益剰余金 119,270
利益準備金 2,176
その他利益剰余金 117,093
オープンイノベーション促進積立金 250
研究開発積立金 350
固定資産圧縮積立金 45
別途積立金 12,331
繰越利益剰余金 104,117

自己株式 △2,974
評価・換算差額等 9,030
その他有価証券評価差額金 9,030

純資産合計 150,023
負債・純資産合計 209,744

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書
(単位：百万円)

科 目 第210期
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

売上高
商品及び製品売上高 150,220
完成工事高 44,235 194,455
売上原価
商品及び製品売上原価 112,442
完成工事原価 36,653 149,096
売上総利益 45,358
販売費及び一般管理費 23,804
営業利益 21,554
営業外収益
受取利息及び配当金 8,298
為替差益 651
受取賃貸料 1,616
受取手数料 141
貸倒引当金戻入額 1,742
その他 594 13,045
営業外費用
支払利息 235
賃貸収入原価 726
石綿特別拠出金 47
その他 104 1,114
経常利益 33,485
特別利益
固定資産売却益 34
投資有価証券売却益 226 260
特別損失
固定資産除売却損 167
訴訟損失引当金繰入額 123
訴訟和解金 602 894
税引前当期純利益 32,852
法人税、住民税及び事業税 3,054
法人税等調整額 518 3,572
当期純利益 29,279

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合 計オープンイノベーション

促進積立金
研究開発
積 立 金

固定資産
圧縮積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2025年４月１日残高 12,128 12,569 1,099 13,668 2,176 − 350 50 12,331 101,935 116,843
当事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △5 5 −
剰 余 金 の 配 当 △8,448 △8,448
当 期 純 利 益 29,279 29,279
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 18 18
自 己 株 式 の 消 却 △1,118 △1,118 △18,404 △18,404
オープンイノベーション促進税制積立金の積立 250 △250 −
株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額）

当事業年度中の変動額合計 − − △1,099 △1,099 − 250 − △5 − 2,181 2,426
2026年３月31日残高 12,128 12,569 − 12,569 2,176 250 350 45 12,331 104,117 119,270

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2025年４月１日残高 △14,555 128,085 6,930 6,930 135,015
当事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 − −
剰 余 金 の 配 当 △8,448 △8,448
当 期 純 利 益 29,279 29,279
自 己 株 式 の 取 得 △8,009 △8,009 △8,009
自 己 株 式 の 処 分 67 85 85
自 己 株 式 の 消 却 19,522 − −
オープンイノベーション促進税制積立金の積立 − −
株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額） 2,099 2,099 2,099

当事業年度中の変動額合計 11,580 12,907 2,099 2,099 15,007
2026年３月31日残高 △2,974 140,993 9,030 9,030 150,023
※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年5月14日

ニ チ ア ス 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 弘 幸
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 安 正

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ニチアス株式会社の2025年4月1日から2026年3

月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ニチアス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年5月14日

ニ チ ア ス 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 弘 幸
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 安 正

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ニチアス株式会社の2025年4月1日から

2026年3月31日までの第210期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの第２１０期事業年度における取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締
役、内部統制監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容お
よび当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
たしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（令和３年１１月１６日企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は、認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は、相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は、認められ
ません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

２０２６年５月１５日

ニチアス株式会社 監査役会
常 勤 監 査 役 野 瀬 満 ㊞
常 勤 監 査 役 本 橋 和 幸 ㊞
社 外 監 査 役 村 瀬 幸 子 ㊞
社 外 監 査 役 髙 野 信 彦 ㊞
社 外 監 査 役 出 口 雅 敏 ㊞

以 上
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◎ 東京メトロ半蔵門線「水天宮前駅」４番出口よりホテル直結
◎ 東京メトロ日比谷線「人形町駅」Ａ2出口より徒歩７分
◎ 都営浅草線「人形町駅」Ａ３出口より徒歩９分
◎ 都営新宿線「浜町駅」Ａ２出口より徒歩15分
※本定時株主総会用の駐車場のご用意はありません。
　公共の交通機関でお越しいただきますようお願い申しあげます。
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浜町中ノ橋
新大橋通り

ロイヤルパークホテル
株主総会会場

重盛永信堂

箱崎 JCT

A3出口

日比
谷線

半蔵門線

A2出口

A2出口

４番出口

明治座

有馬小学校

浅草線

浜町交番水天宮水
天
宮
前
駅

成城石井（1F）、
サイゼリヤ（2F）

首都高速６号向島
線

人
形
町
駅

清
洲
橋
通
り

新宿線

株主総会会場
ご 案 内 図 会 場

交通のご案内

東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号
ロイヤルパークホテル２階「有明」
電話：03-3667-1111（代表）

〒104-8555  東京都中央区八丁堀一丁目６番１号　電話 : 03-4413-1111（総務部）

環境に配慮したFSC®認証紙と
植物油インキを使用しています。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。
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